
１.事務事業の目的・概要

２.成果参考指標

3.事業費 4.改善策の実施状況

5.評価時点での現状（客観的事実・データなどに基づいた現状）

①困っている「状況」

②困っている状況が発生している「原因」

③原因を解消するための「課題」

８．今後の方向性（課題にどのような方向性で取り組むのかの考え方）

ふるさと島根寄附金への寄附金額

・寄附金の使途が１０の事業分野に限定されている。

・寄附金の使途について、趣旨や具体的な内容を明示した上で、個別の事業に対する寄附金を募集する
取組みを行う。

％

前年度の課題を踏まえた
改善策の実施状況

②改善策を実施した（実施予定、一部実施含
む）

実績値

達成率

－

・総務省からは、寄附文化の醸成を図るため、ふるさと納税の使途を明確にした上で募集する取組みが
求められているが、現状では、寄附金の充当事業について、寄附者は１０の事業分野の選択しかでき
ず、個別の事業に対する寄附ができない状況にある。

６.成果があったこと（改善されたこと）
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事務事業評価シート

目
的

（１）対象 国民

（２）意図
ふるさと島根寄附のＰＲを最少の経費で効果的に行い、寄附金を活用した県民福祉の向上に資する事業を実施するとともに、県の財政健全
化に寄与する。

36,692.0

・ふるさと島根寄附条例に基づき収受した寄附金をふるさと島根基金へ積み立て、自然環境の保全、医療・福祉の充実、竹島の領土権の確立など、県の行う事業
の推進のために活用する。
・ふるさと島根寄附制度の活性化を図るために、パンフレット等によるＰＲ、県産品の贈呈、クレジットカード等による寄附金収納事務を行う。

評価実施年度： 平成３０年度

28年度 29年度

48,000.0 48,000.0

事務事業の名称 ふるさと島根寄附金

事務事業担当課長 政策企画監　井手　久武 電話番号

上位の施策名称
施策３
財政健全化に向けた改革の推進

ふるさと島根寄附金への寄附金額
目標値 48,000.0 48,000.0

30年度 31年度年度 27年度

・平成２９年度実績
　 寄附件数：2,102件
    寄附金額：36,692千円
・返礼品について、県産品ＰＲの観点や寄附推進のために充実を求める声がある一方、総務省からは、返礼割合を３割以下とするよう求められている。
・総務省からは、ふるさと納税活用事業の内容を明確化した上で寄附金を募集することが求められている。

うち一般財源（千円） 11,473 18,548

達成率

48,000.0

％

千円

実績値

取組目標値

－

事　業　費（b）（千円） 48,185 61,238

・個別の事業に対する寄附金の募集を行うため、募集候補事業について全庁的に調査を行う。併せて、条例、規則の改正の必要性について検討する。

７.まだ残っている課題（現状の何をどのように変更する必要があるのか）
・返礼品の見直しを求める総務省通知を受け、
平成２９年１１月より、数量、品数、セット内
容を調整するなどし、全ての返礼品の返礼割合
を３割以下とした。併せて、県立文化・観光施
設共通無料招待券（ふるさと島根だんだんチ
ケット）の提供を廃止した。

・障がい者就労支援施設の製品の取扱いを強化
し、返礼品の充実を図った。（5施設6品目→
8施設16品目）

－ － －

前年度実績 今年度計画

取組目標値
指標名

事
業
概
要

76.562.1

－

式・
定義 －－

単位

29,799.0

目標値

式・
定義

成果参考指標名等

1

2

指標名


